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市職員の人事・給与などのあらまし
問い合わせ

（１）職員の任免などに関する状況については人事課（☎025-226-2489）へ
（２）職員の給与の状況については職員課（☎025-226-2516）へ

　人事行政の透明性を図るため、採用、勤務条件などを含む
人事行政全般の状況を公表します。
※さらに詳しい内容は、市ホームページ（「市公報」平成25年
10月15日掲載分）で公開しています

人事行政の運営状況の概要
（１）職員の任免および職員数に関する状況
①職員の採用状況（平成24年４月２日～平成25年４月１日）
ア　試験採用 （単位：人）

（参考）非常勤職員・臨時職員の職員数及び人件費等の状況（普通会計）
　新・定員配置計画では、多様な雇用形態（非常勤職員・臨時職員等）
の活用を定員の適正化の一つの手法としています。
　非常勤職員、臨時職員の状況については下記のとおりです。

③部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） （単位：人）

イ　選考採用 （単位：人）

※ 選考採用としては、教育職員や医師、国・県や他の地方公共団体の職員な
どを本市の職員として採用しました

②職員の退職状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日） （単位：人）

※ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職
者や一部の派遣職員などを含み、臨時・非常勤職員を除いています

④新・定員配置計画の数値目標及び進捗状況
　平成22年度から平成24年度までの３年間で普通会計部門における職
員数300人を削減することを目標とした新・定員配置計画を策定し、そ
の達成に努めました。
　東日本大震災にかかる被災地への職員派遣や災害・危機事象への対
応、新潟県からの権限移譲や行政需要の増大により業務量が増加した
ことなどから、目標に27人達しない273人の減員となりました。
ア　数値目標

区分
大卒程度 免許

資格
職

高卒程度 身体
障が
い者

民間経験者 消　防
合計事務 事務

以外 事務 事務
以外 事務 事務

以外
大卒
程度

高卒
程度

採用
者数 63 31 133 ６ １ ４ 13 ９ 24 ７ 291

※１　 職員数は各年度４月１日現在の職員数です（ただし、臨時職員は４月
10日現在）

※２　 非常勤職員とは特定の学識または経験に基づき任用される、一般職の
常勤職員より短時間勤務の職員です

※３　臨時職員とは期間を定めて日々雇用される職員です
※４　緊急雇用創出事業による臨時職員は除きます

⑤懲戒処分者数 （単位：人）

※１　 懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない非行がある場合に、職員
の一定の義務違反に対する道義的責任を問い、公務における規律と秩
序を維持することを目的とする処分をいい、戒告、減給、停職、免職
の４種類があり、地方公務員法第29条に規定されています

　２　 訓告等とは、懲戒処分には至らないが、公務員としてふさわしくない
非行がある場合に、注意を喚起し、公務における規律と秩序を維持す
ることを目的として行われるものをいいます

⑥勤務成績の評定の状況
　平成22年度より人材育成を主たる目的として、全職員を対象に人事
評価を実施しています。
　評価項目は、仕事の成果、職務遂行上求められる能力及び勤務態度
を見る「能力・態度評価」と、組織の目標を踏まえた個人目標を明確に
した上でその達成度を見る「業績評価」で構成しています。
　今後、職員の能力や適性に応じた適材適所の配置、昇任など、個人
の能力や業績を公正・公平に評価する人事管理をより適正なものとし
ていくため、さらに制度内容を充実したものとしていきます。

（２）職員の給与の状況
①人件費の状況（平成24年度普通会計決算）
　歳出総額のうち人件費は529億1,140万円となり、歳出総額に占める割
合は15.0％でした。

※ 普通会計は水道職員や病院職員などの公営企業にかかる経費は除きます。
なお、人件費には共済費の事業主負担が含まれています

②職員給与費の状況（平成25年度普通会計予算）
　給与総額と職員数の状況は表のとおりで、職員１人当たりの平均年
間給与総額は約597万円（前年比△８万円）です。

※ 職員手当は退職手当（6,806,356千円）を除くそのほかの手当（扶養・通勤・
住居・時間外勤務手当など）の総額です

区　分
平成23年度 平成24年度 差

職員数
（人）

決算額
（千円）

職員数
（人）

決算額
（千円）

職員数
（人）

決算額
（千円）

非常勤 職員数
と報酬 1,014 1,992,824 1,056 2,003,200 42 10,376

臨時 職員数
と賃金 3,550 3,980,844 3,572 4,004,090 22 23,246

計 4,564 5,973,668 4,628 6,007,290 64 33,622

処分事由／処分の種類 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等
１　法令に違反した場合 2 0 0 0 2 4
２　 職務上の義務に違反しまたは職務を
怠った場合 0 4 0 0 4 13

３　 全体の奉仕者たるにふさわしくない
非行のあった場合 0 2 2 1 5 4

合　　　　計 2 6 2 1 11 21

区　分 歳出総額（Ａ） 実質収支
（歳入総額－歳出総額） 人件費（Ｂ） 人件費率

（Ｂ/Ａ）

24年度        千円
353,289,431

     千円
2,027,481

     千円
52,911,405

   ％
15.0

区　分 職員数
（Ａ）

給　　　与　　　費  １人当たり
給与費
（Ｂ/Ａ）給　 料 職員手当 期末･勤勉

手当 計（Ｂ）

25年度 人
5,917

千円
22,941,039

千円
4,251,039

千円
8,155,351

千円
35,347,429

千円
5,974

区　分 事務 事務以外 技能労務 消防 教育 合計
定年退職 60 59 30 20 ４ 173
普通退職 33 65 ３ ２ 51 154
募集退職 17 52 ６ ９ ４ 88
死亡退職 ５ ２ ２ ０ ０ ９
その他退職 ０ ０ ０ ０ ０ ０
計 115 178 41 31 59 424

計 画 期 間 数 値 目 標始　期 終　期

平成22年４月１日 平成25年３月31日 普通会計部門における
職員数300人の減員

イ　年次別進捗状況（実績） （単位：人）

部　門
実　績 数 値 目 標

平成22年4月1日
職員数

平成25年4月1日
職員数 差 平成25年4月1日

職員数
普
通
会
計

一般行政 3,927 3,760 △167 3,691
教　　育 1,052 940 △112 982
消　　防 905 911 6 911
計 5,884 5,611 △273 5,584

部　門 職員数 増減数 主な増減理由平成25年 平成24年

一
般
行
政
部
門

議　　会 24 24 0
総　　務 819 809 10 防災、区政推進の体制強化など
税　　務 257 257 0
民　　生 1,211 1,236 △25 保育園の統廃合など
衛　　生 598 608 △10 東西清掃事務所の統合など
労　　働 8 8 0
農林水産 195 197 △2 業務執行方法の見直し
商　　工 99 111 △12 水と土の芸術祭2012の終了など
土　　木 549 555 △6 業務執行方法の見直し
小　　計 3,760 3,805 △45

特
別
行
政
部
門

教　　育 940 988 △48 高校総体の終了、業務委託など
消　　防 911 911 0
小　　計 1,851 1,899 △48

公
営
企
業
な
ど
部
門

病　　院 1,022 958 64 医師の増、新病棟開設による増など
水　　道 346 345 1 一時的な欠員の解消
下 水 道 204 206 △2 業務執行方法の見直し
そ の 他 200 207 △7 業務執行方法の見直し
小　　計 1,772 1,716 56
合　計 7,383 7,420 △37

教育 教育職員以外 合計
54 42 96
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問い合わせ・申し込みの際は、電話番号のかけ間違いがないよう、ご注意ください

　学生就活相談デスクの出張相談会を開催します。
　市内での就職を希望する大学生や、その保護者
を対象に、地元企業の情報提供や就職活動へのア
ドバイスを行うほか、面接の受け方などの相談に
応じます。
定員　各会場先着５組
Ì10月30日（水）午前９時から電話で同相談デスク
（フリーダイヤル0120-025-817）へ　※通常相談は同フ
リーダイヤル（土・日曜、祝日を除く午前９時～午
後６時）、メール（sodan@niigata-job.ne.jp）で受け付け

　市税滞納処分により差し押さえた不動産を入
札で公売します。公売を中止する物件が生じる
場合がありますので、事前に問い合わせてくだ
さい。

入札日時　12月３日（火）午後２時～同30分（入場
は午後１時40分まで）
会場　市役所本館３階対策室１
Í納税課（☎025-226-2288）

差し押さえ不動産を公売差し押さえ不動産を公売　　入札は12月３日入札は12月３日

就活学生を応援　就活学生を応援　出張相談会出張相談会

※１　 「一般行政職」とは国において給料表が異なる税務職と福祉職の職員は
除きます

　２　 「平均給料月額」とは平成25年４月１日現在における各職種ごとの職員
の基本給の平均です

　３　 「平均給与月額」とは給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、
時間外勤務手当など諸手当の額を合計したものです

④職員の初任給の状況（平成25年４月１日現在）

※初任給は学校卒業後直ちに採用された場合の月額です

⑤職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年４月１日現在）

区　　　　分 新潟市 新潟県 国

一般行政職
大学卒 178,800円 178,800円 172,200円
高校卒 144,500円 144,500円 140,100円

技能労務職 高校卒 137,200円 141,900円 137,200円

区　　　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 265,793円 303,548円 359,869円 387,601円 406,311円
高校卒 219,829円 266,071円 302,407円 360,132円 381,427円

技能労務職 高校卒 202,400円 256,494円 283,587円 319,462円 356,155円

※１　 経験年数は採用前に民間企業勤務経験などがある場合にはその期間を
換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。卒業後直ちに採用
され、引き続き勤務している場合は採用後の年数です

　２　特定幹部職員（部長以上）は含まれていません

⑥一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月1日現在）

※１　 この表は一般行政職の職員について、俸給表の級区分別の職員数の状
況を示したものです

　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １年前構成比 ５年前構成比
９級 部長 8人 0.3% 0.2% 0.5%
８級 部長 29人 1.0% 1.1% 0.9%
７級 次長 42人 1.4% 1.3% 1.1%
６級 参事・課長 161人 5.5% 5.9% 8.0%
５級 副参事・課長補佐 566人 19.4% 20.2% 26.1%
４級 課長補佐・主幹 820人 28.1% 26.6% 19.0%
３級 係長・主査・副主査 779人 26.7% 28.3% 27.1%
２級 主事・技師 224人 7.7% 7.1% 10.2%
１級 主事・技師 289人 9.9% 9.3% 7.1%

⑦職員の手当の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
ア　期末・勤勉手当
●１人当たり平均支給額　1,425千円
●支給割合　※（　）内は、再任用職員に係る支給割合です
　　　・期末手当　 2.6月分（1.45月分）
　　　・勤勉手当　1.35月分（0.65月分）
●加算措置の状況　職制上の段階、職務の級などによる加算措置
　　　・役職加算　　　５～20％
　　　・管理職加算　　なし

イ　退職手当（平成25年３月31日現在）
（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年  23.5月分 30.55月分
勤続25年  33.5月分 41.34月分
勤続35年  47.5月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２%～20%加算）
１人当たり平均支給額 2,954千円 25,334千円

ウ　特殊勤務手当（普通会計決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合 22.6%
支給対象職員１人当たり平均支給年額 103,372円
手当の種類（全職種） 20種類

支給額の多い手当 夜間特殊業務手当、緊急出動手当、
療育指導等業務手当

支給対象職員の多い手当 夜間特殊業務手当、緊急出動手当

エ　時間外勤務手当（普通会計決算）
支給実績 2,197,797千円

職員１人当たり平均支給年額 392千円

オ　その他の手当（主なもの）

扶養手当 配偶者 13,000円
子どもなど（年齢などの区分に応じて） 6,500～16,000円

住居手当 借家・アパートなど（家賃の額に応じて） 最高　27,000円

通勤手当
バス・電車などの利用者（運賃の額に応じて） 最高　55,000円
自転車・自動車などの使用者
（片道の使用距離に応じて） 2,000～24,500円

③職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況
（平成25年４月１日現在）

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
一般行政職 42.8歳 331,336円 416,180円
技能労務職 47.8歳 333,281円 367,976円
うち用務員 48.3歳 335,687円 357,703円

うち清掃作業員 48.5歳 347,221円 404,822円
うち給食調理員 46.2歳 317,904円 329,954円

※ 退職手当の支給率は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの間に
退職した場合に適用される率です

⑧特別職の報酬などの状況（平成25年４月１日現在）
区　分 給料月額など

給料
市　長 1,163,000円

副市長 939,000円

報酬

議　長 778,000円

副議長 700,000円

議　員 653,000円

区　分 給料月額など

期末
手当

市　長
6月期　 1.4月分
12月期　1.55月分

計　2.95月分

副市長
議　長
副議長
議　員

退職
手当

市　長 給料月額（1,163,000円）×在職月数×0.60（任期毎）
副市長 給料月額（  939,000円）×在職月数×0.39（任期毎）

　平成26年11月頃に実施を予
定している東区西野・中野山
地区の住居表示について、実
施予定区域内の町の区域と名
称の変更案を告示します。
期間　あす28日～11月26日（火）
会場　市役所本館正面玄関前
掲示場、区役所掲示場
Í東区役所区民生活課（☎025-
250-2235）

東区　西野・中野山地区東区　西野・中野山地区
住居表示実施案を告示住居表示実施案を告示

　西蒲区五ケ浜地内の小
浜トンネル入口で行う岩
塊除去工事に伴い、国道
402号で全面通行止めを行
います。
期間　11月５日（火）午後２
時～来年１月31日（金）
Í西部地域土木事務所建
設課（☎0256-88-3843）

国道402号（シーサイドライン）国道402号（シーサイドライン）
11/５～１/3111/５～１/31　　全面通行止全面通行止めめ

迂回ルート

迂回
ルート

県
道
新
潟
寺
泊
線

402
工事箇所
小浜トンネル

通行止め
区間

402
460

至
　
新
潟
市
街

至
　
新
潟
市
街

至
　
間
瀬

至
　
間
瀬

浦
浜
大
橋

浦
浜
大
橋

角田浜角田浜

五ヶ浜五ヶ浜

出張相談会日程
区 11月 相談時間 会場

北 5（火）
① 18:00
② 18:30
③ 19:00
④ 19:30
⑤ 20:00

※完全予約制。
相談は１組30
分以内。住んで
いる区以外の会
場でも相談可

豊栄地区
ふれあいセンター

中央 6（水） クロスパルにいがた

東 7（木） 東区プラザ
（東区役所庁舎内）

秋葉 8（金） 新津健康センタ－

江南 12（火） 横越地区公民館

南 13（水） 白根学習館

西 14（木） 坂井輪地区公民館

西蒲 15（金） 巻地区公民館

区分
番号 所　在　地 財産種類 面積（㎡） 見積価額 公売保証金

１ 西蒲区前田字菱潟354-１ 宅地 581.30 970万円 97万円

２ 西蒲区越前浜字日焼1775 田  1128  20万円  2万円

３ 西蒲区川崎字浦田438-１外２筆 雑種地・畑 165.38 350万円 35万円

４ 西区新通字輪ノ内1348-１外１筆 雑種地・田    271 920万円 92万円

５ 南区鷲ノ木新田字家付823-１外３筆 雑種地  1814 870万円 87万円
※「見積価額」は入札における最低入札価額。「公売保証金」は入札に参加する前に納付しなければならない金額（落札者以外は
入札終了後に返還）。区分番号２・３は、農地のため「買受適格証明」が必要（11月11日月曜までに西蒲区農業委員会事務局へ
申請。問い合わせは同事務局農地係（☎0256-72-8642）へ）

若葉町２丁目若葉町２丁目

若葉町１丁目若葉町１丁目

はん例
実施予定区域線
町界線
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